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人
口
動
態
の
4
つ
の
局
面

　

わ
が
国
の
総
人
口
が
増
加
か
ら
減
少
に

至
る
過
程
を
1
9
8
0
年
代
ま
で
さ
か
の

ぼ
っ
て
見
る
と
、
総
人
口
、
若
年
・
現
役

人
口
（
65
歳
未
満
）、
高
齢
人
口
（
65
歳

以
上
）
の
増
減
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
っ
て
、

お
お
む
ね
次
の
四
つ
の
局
面
に
分
け
ら
れ

る
（
図
表
1
）。

　

局
面
Ⅰ
：
若
年
・
現
役
人
口
と
高
齢
人

口
が
と
も
に
増
加
し
、
総
人
口
が
増
加
し

て
い
た
88
年
ま
で
の
期
間
。

　

局
面
Ⅱ
：
若
年
・
現
役
人
口
が
減
少
す

る
中
、
総
人
口
と
高
齢
人
口
が
引
き
続
き

増
加
し
て
い
た
89
年
か
ら
2
0
0
8
年
ま

で
の
期
間
。

　

局
面
Ⅲ
：
総
人
口
と
若
年
・
現
役
人
口

が
減
少
す
る
中
、
高
齢
人
口
が
増
加
し
て

い
る
09
年
以
降
現
在
進
行
中
の
状
況
。

　

局
面
Ⅳ
：
将
来
、
若
年
・
現
役
人
口
と

高
齢
人
口
が
と
も
に
減
少
す
る
43
年
以
降
。

　

他
方
、
人
口
動
態
を
市
町
村
別
に
見
る

と
、
直
面
し
て
い
る
局
面
は
一
様
で
は
な

い
。
市
町
村
ご
と
の
現
在
の
局
面
を
00
〜

15
年
ま
で
の
人
口
増
減
を
基
に
分
類
す
る

と
、
局
面
Ⅲ
が
1
1
4
0
団
体
と
最
も
多

い
（
図
表
2
）。
総
人
口
が
増
加
す
る
局

面
Ⅰ
と
局
面
Ⅱ
が
都
市
を
中
心
に
合
計

4
1
4
団
体
あ
る
一
方
で
、
高
齢
人
口
が

減
少
す
る
局
面
Ⅳ
の
市
町
村
は
、
今
の
と

こ
ろ
人
口
が
少
な
い
小
規
模
自
治
体
を
中

心
に
1
7
8
団
体
に
と
ど
ま
る
。

　

こ
う
し
た
市
町
村
ご
と
の
局
面
の
将
来

像
を「
日
本
の
地
域
別
将
来
推
計
人
口（
平

成
30
年
推
計
）」（
国
立
社
会
保
障
・
人
口

問
題
研
究
所
）
を
基
に
展
望
す
る
と
、
以

下
の
よ
う
な
変
化
が
見
込
ま
れ
る
。

　

第
一
は
、
局
面
Ⅳ
の
市
町
村
の
増
加
で

あ
る
。
15
〜
30
年
ま
で
の
人
口
増
減
を
基

に
市
町
村
を
分
類
す
る
と
（
福
島
県
の
市

町
村
を
除
く
）、
局
面
Ⅰ
〜
Ⅲ
が
大
幅
に

減
少
す
る
の
に
対
し
、
局
面
Ⅳ
は
7
3
9

団
体
に
急
増
す
る
。
さ
ら
に
、
30
〜
45
年

で
は
、
局
面
Ⅳ
は
全
市
町
村
の
7
割
に
相

当
す
る
1
1
7
2
団
体
ま
で
増
加
す
る
。

　

第
二
は
、
人
口
が
比
較
的
多
い
都
市
へ

の
局
面
Ⅳ
の
拡
大
で
あ
る
。
現
在
、
局
面

Ⅳ
の
ほ
と
ん
ど
は
町
村
で
あ
る
。
こ
れ
が

15
〜
30
年
に
は
、
町
村
に
加
え
、
東
京
都

人
口
動
態
と
地
方
行
財
政

懸
念
さ
れ
る
大
規
模
自
治
体
の
財
源
不
足

日
本
総
合
研
究
所 

調
査
部
　
主
任
研
究
員

蜂
屋
勝
弘

解 説

　
わ
が
国
の
総
人
口
は
2
0
1
8
年
に
1
億
2
6
4
4
万
人
と
な
り
、
ピ
ー
ク
の
08
年
に
比
べ
て
1
6
4
万
人
程
度
減
っ

た
。
も
っ
と
も
、
人
口
動
態
は
全
て
の
年
齢
・
世
代
で
一
様
で
は
な
く
、
市
町
村
に
よ
っ
て
も
異
な
る
。
現
在
、
多
く
の

市
町
村
で
若
年
層
が
減
少
し
高
齢
層
が
増
加
す
る
中
、
依
然
と
し
て
若
年
層
が
増
加
し
て
い
る
自
治
体
が
一
定
数
存
在
す

る
一
方
、
既
に
高
齢
層
が
減
少
に
転
じ
て
い
る
所
も
一
部
あ
る
。
将
来
的
に
は
、
高
齢
層
の
減
少
す
る
市
町
村
が
次
第
に

増
加
し
、
若
年
層
と
高
齢
層
が
と
も
に
減
少
す
る
市
町
村
が
大
半
を
占
め
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。
地
方
自
治
体
の
人
口

の
多
寡
は
自
治
体
の
歳
出
規
模
や
税
収
、
業
務
量
に
直
結
す
る
。
将
来
の
人
口
変
動
が
市
町
村
の
財
政
や
行
政
に
ど
の
よ

う
な
影
響
を
及
ぼ
す
の
か
、
取
り
組
む
べ
き
課
題
は
何
か
を
考
え
る
。

は
ち
や
・
か
つ
ひ
ろ　
92
年
大
阪
大

卒
、日
本
総
合
研
究
所
入
社
。13
年
内

閣
府
政
策
調
査
員（
産
業
・
雇
用
担

当
）、14
年
政
策
企
画
調
査
官（
経
済

財
政
運
営
総
括
担
当
）。公
共
経
済
が

専
門
。
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足
立
区
や
中
核
市
の
一
部
（
北
海
道
函
館

市
、
神
奈
川
県
横
須
賀
市
、
大
阪
府
東
大

阪
市
、
和
歌
山
市
、
広
島
県
呉
市
、
山
口

県
下
関
市
）
を
含
む
都
市
に
拡
大
す
る
。

さ
ら
に
、
30
〜
45
年
に
は
、
都
市
へ
の
拡

大
は
一
段
と
進
み
、
中
核
市
の
24
％
、
人

口
15
万
人
以
上
の
市
の
19
％
が
局
面
Ⅳ
に

な
る
。

　

第
三
は
、
現
在
、
財
政
力
が
強
い
と
さ

れ
て
い
る
自
治
体
の
局
面
Ⅳ
へ
の
シ
フ
ト

で
あ
る
。
自
治
体
の
歳
出
の
大
半
は
、
国

に
よ
っ
て
実
施
が
義
務
付
け
ら
れ
た
「
標

準
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
」
の
経
費
で
、
各

自
治
体
が
自
前
の
税
収
見
合
い
で
決
め
て

い
る
も
の
で
は
決
し
て
な
い
。
ほ
と
ん
ど

の
自
治
体
で
は
、
歳
出
額
（
国
が
定
め
た

「
標
準
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
」
の
経
費
1

＝

「
基
準
財
政
需
要
額
」）
が
税
収
（
税
収
の

75
％
相
当
分
等
＝
「
基
準
財
政
収
入
額
」）

を
上
回
っ
て
い
る
が
、
そ
の
差
額
（
財
源

不
足
額
）
は
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交

付
税
で
賄
わ
れ
て
い
る
（
図
表
3
）。
自

前
の
税
収
の
25
％
分
は
、
留
保
財
源
と
し

て
各
自
治
体
独
自
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
充

当
す
る
こ
と
が
許
さ
れ
て
お
り
、
各
自
治

体
は
こ
れ
を
原
資
に
、
例
え
ば
子
ど
も
の

医
療
費
の
無
償
化
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

　

現
在
、
局
面
Ⅳ
の
多
く
は
小
規
模
で
財

源
の
半
分
以
上
を

地
方
交
付
税
に
頼

る
財
政
力
の
弱
い

自
治
体
で
あ
る
が
、

今
後
、
都
市
へ
の

拡
大
に
伴
っ
て
、

財
源
の
大
半
を
自

前
の
税
収
で
賄
え

る
財
政
力
の
強
い

市
町
村
に
広
が
る

と
み
ら
れ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
局

面
の
変
化
は
、
各

市
町
村
の
歳
出
や

歳
入
、
日
々
の
業

務
運
営
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
と

考
え
ら
れ
る
。

局
面
Ⅳ
で
歳
出
減
少
の
可
能
性

　

自
治
体
に
と
っ
て
独
自
の
裁
量
で

決
定
で
き
る
歳
出
は
前
述
の
「
留
保

財
源
」
相
当
分
で
、
ご
く
限
ら
れ
て

い
る
。
中
央
集
権
体
制
の
下
、
歳
出

の
大
半
の
占
め
る
「
標
準
的
な
行
政

サ
ー
ビ
ス
」
は
、
国
が
定
め
た
ス
ペ

ッ
ク
で
の
実
施
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、

各
自
治
体
は
国
が
定
め
た
計
算
方
法

で
毎
年
度
の
経
費
の
見
積
額
を
計
算

し
て
い
る
。
行
政
サ
ー
ビ
ス
ご
と
に

「
単
位
費
用
」（
19
年
度
の
市
町
村
の

社
会
福
祉
費
の
場
合
、
住
民
1
人
当

た
り
2
万
4
3
0
0
円
な
ど
）
が
国

に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
お
り
、そ
れ
に「
測

定
単
位
」
と
呼
ば
れ
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の

規
模
を
示
す
デ
ー
タ
を
掛
け
る
こ
と
で
見

積
額
が
計
算
さ
れ
る
。
そ
の「
測
定
単
位
」

の
ほ
と
ん
ど
が
、
人
口
そ
の
も
の
や
児
童

数
な
ど
人
口
関
連
の
デ
ー
タ
で
あ
り
、
自

治
体
の
歳
出
の
ほ
と
ん
ど
が
人
口
動
態
で

決
ま
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
。

　

実
際
、
局
面
Ⅳ
へ
の
移
行
に
伴
う
地
方

歳
出
へ
の
影
響
を
デ
ー
タ
で
確
認
す
る
と
、

歳
出
総
額
の
増
加
率
と
人
口
の
増
加
率
と

も
に
、
局
面
Ⅲ
よ
り
も
局
面
Ⅳ
の
方
が
低

く
な
る
傾
向
が
見
ら
れ
る
。
こ
の

た
め
、
総
人
口
の
減
少
に
合
わ
せ

て
歳
出
内
容
を
見
直
せ
ば
、
歳
出

全
体
と
し
て
規
模
を
縮
小
で
き
る

可
能
性
が
あ
る
。
た
だ
し
、
自
治

体
に
よ
っ
て
は
、
高
齢
者
の
年
齢

上
昇
に
伴
う
高
齢
者
向
け
支
出
の

増
加
が
引
き
続
き
歳
出
増
加
要
因

に
な
る
懸
念
は
あ
る
。

税
収
も
先
細
り

　

一
方
、
税
収
の
先
細
り
が
懸
念

1　  正確にはそのうち補助金等で賄われない部分。

（出所）総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口（平成29年推計）」

〈図表1〉総人口、若年・現役人口、高齢人口の推移   
　　と国立社会保障・人口問題研究所による推計

( 万人 )
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5,000
4,000
3,000
2,000
1,000
0
1980 5090 402000 3010 20 （年）60

2042 年
3,935

1988 年
10,900

2008 年
12,808

推計

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

総人口 若年・現役（65歳未満）人口 高齢（65歳以上）人口
経過 総人口 若年・現役人口 高齢人口 期間
局面Ⅰ
局面Ⅱ
局面Ⅲ
局面Ⅳ

増加 増加 増加
増加
増加

増加 減少
減少
減少 減少減少

減少

～1988年
89～2008年
09～42年
43年～

（注１）福島県の市町村を除く。00-15年は2000年のデータがない東京都三宅村も除
く。00-15年の(　)は福島県の市町村を含む（ただし、2015年のデータがない富岡町、大
熊町、双葉町、浪江町を除く）。
（注２）横ばい（増減なし）は増加に含めている。
（注３）少数ながら図中の４局面以外のケース（「総人口増加、若年・現役人口増加、高
齢人口減少」、「総人口減少、若年・現役人口増加、高齢人口減少」）があるため合計は一
致しない。
（出所）総務省「平成12年国勢調査結果」、「平成27年国勢調査結果」、国立社会保障・人
口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」より作成。

〈図表2〉人口動態の局面別市区町村数の現状と将来像

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

期間 15-30年 00-15 年 15-30 年 30-45 年

人口動態の局面

全市区町村

特別区＋指定都市

市

町村

43

1,682

合計

758

881

（134）（280）（1,140）（178）
133 278 1,102 164 66 87 786 739 0 35 475 1,172

57 180 508 13 30 57 445 225 0 9 311 438

22 19 2 0 16 7 17 1 0 13 29 1

54 79 592 151 20 23 324 513 0 13 135 733
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さ
れ
る
。
市
町
村
税
の
主
要
税
目
（
個
人

住
民
税
、
法
人
住
民
税
、
固
定
資
産
税
）

に
以
下
の
影
響
が
考
え
ら
れ
る
。

　

第
一
は
、
個
人
住
民
税
と
法
人
住
民
税

の
増
勢
鈍
化
・
減
少
加
速
で
あ
る
。
人
口

が
一
段
と
減
少
す
る
局
面
Ⅳ
で
は
、
個
人

の
納
税
義
務
者
や
法
人
な
ど
の
事
業
所
数

の
減
少
ペ
ー
ス
が
局
面
Ⅲ
よ
り
も
速
く
な

り
、
こ
れ
が
税
収
に
大
き
な
影
響
を
与
え

る
と
み
ら
れ
る
。

　

第
二
は
、
過
疎
化
を
受
け
て
固
定
資
産

税
収
が
減
少
す
る
可
能
性
で
あ
る
。
固
定

資
産
税
は
、
土
地
な
ど
の
所
有
者
に
対
し
、

自
治
体
内
で
の
居
住
や
事
業
の
有
無
に
関

わ
り
な
く
課
さ
れ
る
た
め
、
相
続
放
棄
が

な
け
れ
ば
、
住
民
税
ほ
ど
大
き
く
人
口
減

少
の
影
響
を
受
け
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

し
か
し
、
土
地
と
家
屋
に
つ
い
て
は
、
1

人
当
た
り
固
定
資
産
税
と
人
口
密
度
に
比

例
関
係
が
見
ら
れ
、
過
疎
化
を
受
け
た
地

価
下
落
の
影
響
を
受
け
る
恐
れ
が
あ
る
。

都
市
の
財
源
不
足
が
拡
大

　

こ
の
結
果
、
各
自
治
体
の
財
源
不
足
は

ど
う
な
る
か
。
30
年
ま
で
に
局
面
Ⅳ
に
移

行
す
る
市
町
村
を
対
象
に
、
歳
出
・
歳
入

の
両
面
で
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研

究
所
の
将
来
推
計
人
口
を
基
に
財
政
の
シ

ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
う
と
2

、
財
政
力

の
弱
い
自
治
体
と
強
い
自
治
体
と
で
影
響

の
出
方
が
正
反
対
に
な
る
（
図
表
4
）。

　

ま
ず
、
財
政
力
の
弱
い
自
治
体
（
町
村

な
ど
の
小
規
模
自
治
体
）
で
は
、
歳
出
の

減
少
額
が
税
収
の
減
少
額
を
上
回
る
こ
と

で
財
源
不
足
が
縮
小
し
、
自
力
で
財
政
運

営
で
き
る
度
合
い
が
高
ま
る
こ
と
に
な
る
。

例
え
ば
、
歳
出
（
基
準
財
政
需
要
額
）
の

う
ち
自
前
の
税
収
で
賄
え
る
割
合
（
財
政

力
指
数
、
図
表
3
）
が
2
割
未
満
（
財
政

力
指
数
が
0
・
2
未
満
）
の
自
治
体
で
は
、

財
源
不
足
が
自
治
体
当
た
り
2
億
円
縮
小

し
て
い
る
。
た
だ
し
、
実
際
に
財
源
不
足

の
縮
小
を
実
現
す
る
に
は
、
学
級
数
が
減

っ
た
学
校
や
利
用
者
が
僅わ

ず

か
な
公
民
館
、

老
人
福
祉
施
設
な
ど
を
そ
の
ま
ま
維
持
せ

ず
、
人
口
減
少
に
応
じ
て
施
設
数
を
減
ら

し
た
り
規
模
を
縮
小
す
る
な
ど
、
行
政
サ

ー
ビ
ス
の
取
捨
選
択
が
必
要
と
な
る
。

　

一
方
、
財
政
力
の
強
い
自
治
体
（
都
市

な
ど
の
大
規
模
自
治
体
）
で
は
、
逆
に
税

収
の
減
少
額
が
歳
出
の
減
少
額
を
上
回
る

こ
と
で
財
源
不
足
が
拡
大
し
、
財
政
運
営

上
、
国
に
依
存
せ
ざ
る
を
得
な
い
割
合
が

高
ま
る
こ
と
に
な
る
。
例
え
ば
、
歳
出
の

大
半
を
自
前
の
税
収
で
賄
え
る
財
政
力
指

数
が
0
・
8
〜
1
・
0
の
自
治
体
で
は
、

財
源
不
足
額
が
自
治
体
当
た
り
4
億
円
拡

大
し
て
い
る
。
財
政
力
の
強
い
自
治
体
で

は
、
歳
出
の
大
部
分
が
自
前
の
地
方
税
収

で
賄
わ
れ
て
お
り
、
地
方
交
付
税
へ
の
依

存
率
が
比
較
的
低
い
た
め
、
税
収
の
減
少

率
が
歳
出
の
減
少
率
を
上
回
る
と
、
財
源

不
足
が
拡
大
し
や
す
い
と
み
ら
れ
る
。

　

加
え
て
、
目
先
の
当
分
の
間
、
都
市
で

は
、
基
本
的
に
歳
出
増
加
要
因
と
な
る
高

齢
人
口
の
増
加
と
税
収
減
少
要
因
と
な
る

若
年
・
現
役
人
口
の
減
少
が
同
居
す
る
局

面
Ⅱ
や
局
面
Ⅲ
の
ま
ま
で
あ
る
こ
と
が
多

く
、
財
源
不
足
の
拡
大
が
懸
念
さ
れ
る
。

例
え
ば
、
15
〜
30
年
の
人
口
動
態
が
局
面

Ⅲ
で
あ
る
横
浜
市
、
名
古
屋
市
、
大
阪
市

で
同
様
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
な
う

と
、
財
源
不
足
が
相
当
程
度
拡
大
す
る
。

さ
ら
に
、
15
〜
30
年
が
局
面
Ⅰ
の
福
岡
市

で
も
、
歳
出
の
増
加
に
税
収
の
増
加
が
追

い
つ
か
ず
、
財
源
不
足
が
拡
大
す
る
結
果

と
な
っ
て
い
る
。

財
源
不
足
に
は
独
自
財
源
を

　

各
自
治
体
の
財
源
不
足
は
、

地
方
交
付
税
を
は
じ
め
と
す
る

地
方
財
政
制
度
を
通
じ
て
穴
埋

め
さ
れ
、
こ
れ
ま
で
は
基
本
的

に
地
方
に
手
厚
く
財
源
が
配
分

さ
れ
て
き
た
。
国
全
体
と
し
て

人
口
減
少
が
進
む
中
で
今
後
、

国
税
の
大
幅
な
増
収
は
見
込
み

難
い
た
め
、
国
の
予
算
配
分
上
、

地
方
交
付
税
の
大
幅
な
積
み
増

し
は
難
し
い
状
況
だ
。

　

今
後
見
込
ま
れ
る
大
規
模
自

治
体
で
の
財
源
不
足
の
拡
大
と

小
規
模
自
治
体
で
の
財
源
不
足

の
縮
小
に
対
し
、
現
行
の
地
方

財
政
制
度
を
維
持
す
る
こ
と
を

前
提
と
す
れ
ば
、
地
方
財
政
全

体
と
し
て
国
（
地
方
交
付
税
）

へ
の
依
存
度
を
い
た
ず
ら
に
高

め
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
、
都

市
で
の
手
厚
い
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
取
捨
選
択
し
、
歳
出
を
圧
縮

す
る
と
と
も
に
、
地
方
に
手
厚

く
な
り
が
ち
な
財
源
配
分
を
人

口
減
少
に
見
合
う
形
に
改
め
る

必
要
が
あ
る
。

　

具
体
的
に
は
、
財
源
に
各
自

2　歳出では、人口減少の影響を受けやすいとみられる「人件費」、「物件費」、「扶助費」、国民健康保険、高齢者医療、介護保険・介護サービスに対する「繰出
金」について30年度の歳出を推計し、それ以外の費目は16年度と同額とした。税収では、人口や事業所数、人口密度の影響が比較的大きいとみられる
「個人住民税」、「法人住民税」、「固定資産税」について、30年度の税収を推計し、他の税目は16年度と同額とした。

（出所）筆者作成

〈図表3〉自治体の財源不足概念図
　　　 （地方交付税の交付団体）

地方税収→ 留保財源
(地方税収の 25％)

（地方税収の 75％）

B

A

財源不足額

国が地方交付税
で手当て

基準財政需要額

国が各自治体に
義務付ける
歳出の額

財政力指数＝Ｂ÷Ａ

基
準
財
政
収
入
額
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治
体
の
独
自
財
源
で
あ
る
留
保
財
源
を
当

て
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
地
方
の
財
源

不
足
は
法
令
な
ど
で
義
務
付
け
ら
れ
て
い

る
「
標
準
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
」
で
発
生

す
る
こ
と
か
ら
、
留
保
財
源
の
一
部
で
も

基
準
財
政
収
入
額
に
算
入
す
れ
ば
不
足
は

縮
小
す
る
。
留
保
財
源
は
税
収
の
多
い
自

治
体
で
額
が
大
き
く
な
る
た
め
、
と
り
わ

け
都
市
に
お
い
て
、
手
厚
い
「
独
自
の
行

政
サ
ー
ビ
ス
」
を
縮
小
す
る
こ
と
で
、
深

刻
化
が
懸
念
さ
れ
る
財
源
不
足
を
埋
め
る

財
源
の
一
つ
と
し
て
有
効
と
考
え
ら
れ
る
。

　

今
後
の
人
口
動
態
に
伴
い
、
国
全
体
と

し
て
地
方
財
政
の
財
源
不
足
拡
大
を
回
避

す
る
に
は
、
地
方
の
歳
出
総
額
を
地
方
税

収
総
額
の
減
少
に
見
合
っ
た
規
模
に
抑
え

る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
毎
年
度
の
予
算

編
成
に
お
い
て
、
地
方
歳
出
全
体
の
規
模

を
人
口
減
少
に
合
わ
せ
て
し
っ
か
り
と
縮

小
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

小
規
模
自
治
体
で
は
職
員
が
不
足

　

最
後
に
行
政
へ
の
影
響
を
見
る
と
、
小

規
模
自
治
体
を
中
心
に
職
員
不
足
の
深
刻

化
が
懸
念
さ
れ
る
。

　

第
一
は
、
職
員
の
な
り
手
で
あ
る
生
産

年
齢
人
口
（
15
〜
65
歳
未
満
）
の
減
少
ペ

ー
ス
が
、
業
務
量
に
影
響
す
る
総
人
口
の

減
少
ペ
ー
ス
を
上
回
る
た
め
で
あ
る
。
人

口
推
計
を
見
る
と
、
18
年
か
ら
45
年
に
か

け
て
、
総
人
口
の
減
少
率
が
16
％
で
あ
る

の
に
対
し
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
率
は

26
％
に
上
る
。

　

第
二
は
、
市
町
村
の
人
口
規
模
が
小
さ

く
な
る
と
、
人
口
当
た
り
に
要
す
る
職
員

数
が
増
加
す
る
た
め
で
あ
る
。
市
町
村
の

人
口
規
模
別
に
人
口
当
た
り
職
員
数
を
見

る
と
、
人
口
規
模
1
万
人
以
上
の
自
治
体

で
は
、
人
口
1
万
人
当
た
り
職
員
数
が
平

均
1
0
5
人
程
度
で
あ
る
の
に
対
し
、

1
0
0
0
人
未
満
の
自
治
体
で
は
平
均

6
3
7
人
程
度
ま
で
増
加
す
る
。

　

そ
こ
で
、
現
状
の
市
町
村
職
員
数
が
適

正
な
水
準
で
あ
る
と
仮
定
し
て
、
現
在
の

行
政
サ
ー
ビ
ス
水
準
を
将
来
も
維
持
す
る

場
合
、
ど
の
程
度
の
職
員
数
が
不
足
す
る

か
を
試
算
す
る
と
、
職
員
の
不
足
数
は
45

年
の
全
国
合
計
で
20
・
4
万
人
程
度
と
推

計
さ
れ
る（
図
表
5
）。人
口
規
模
別
に「
充

足
率
」（
②
÷
①
）
を
計
算
す
る
と
、
人

口
規
模
10
万
人
以
上
の
自
治
体
で
は
、
45

年
で
も
平
均
8
割
以
上
で
あ
る
の
に
対
し
、

1
万
人
未
満
の
自
治
体
で
は
、
30
年
で
平

均
7
割
台
、
45
年
で
は
平
均
5
〜
6
割

程
度
に
ま
で
落
ち
込
ん
で
お
り
、
小
規
模

自
治
体
で
職
員
不
足
が
よ
り
深
刻
化
す
る

可
能
性
が
示
唆
さ
れ
る
。

高
齢
者
就
労
と
業
務
の
再
構
築
を

　

以
上
の
よ
う
な
行
財
政
へ
の
影
響
を
踏

ま
え
、
行
政
現
場
で
の
以
下
の
よ
う
な
対

応
が
求
め
ら
れ
る
。

　

第
一
は
、
高
齢
者
の
就
業
促
進
で
あ
る
。

高
齢
者
の
就
労
に
よ
る
効
果
と
し
て
、
歳

出
面
で
は
元
気
で
い
ら
れ
る
こ
と
な
ど
に

よ
る
医

療
・
介
護

費
の
高
齢

者
向
け
支

出
の
増
加

抑
制
が
指

摘
さ
れ
て

い
る
。
一

方
、
歳
入

面
で
は
高

齢
者
の
就

業
に
伴
う

給
与
所
得

（注１）被災3県を除く。
（注２）①で財政力指数が１以上の自治体の財源不足が縮小しているのは、税収に占める固
定資産税収の比率が他の財政力が強い自治体の平均よりも高いためと考えられる。
（注３）②主な大都市の推計結果は、①のシミュレーションで用いた関数に各自治体のデー
タを当てはめて計算したもの。
（注４）市町村の例はカテゴリーごとの特徴が出ているもののうち、規模が比較的大きいも
のを抽出。
（出所）総務省「平成12年国勢調査結果」、「平成27年国勢調査結果」、「地方財政状況調査個
別データ」、「平成28年度財政状況資料集における類型（又はグループ）別団体一覧」、国立社
会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」より作成。

〈図表4〉局面Ⅳ移行による財源不足への影響のシミュレーション

財政力
指数

(市町村数 )

0.2未満
(100)

0.2～ 0.4
(315)

0.4～ 0.6
(125)

0.6～ 0.8
(38)

0.8～ 1.0
(12)

1.0以上
(1)

合計
（591)

市町村の例

長崎県対馬市
島根県隠岐の島町

岩手県宮古市
富山県南砺市

北海道函館市
山口県下関市

大阪府東大阪市
大阪府八尾市

神奈川県横須賀市
和歌山県和歌山市

神奈川県箱根町

―

人口
(自治体あたり平均）
2015年

4,732

17,620

42,355

69,391

96,075

11,786

25,583

2030年

3,332

13,359

34,127

58,996

83,916

9,659

20,416

歳出の増減
(一般財源充当分 )

①

▲ 336

▲ 2,000

▲ 1,003

▲ 273

▲ 92

▲ 6

▲ 3,711

税収の増減
②

▲ 99

▲ 1,043

▲ 893

▲ 338

▲ 138

▲ 2

▲ 2,513

財源不足の
縮小 (＋)拡大 (▲) 
②－① 
               自治体
               あたり

＋237    ＋2
 

＋957    ＋3

＋110    ＋1

▲ 64    ▲ 2

▲ 46    ▲ 4

＋4    ＋4

＋1,198    ＋2

①2030年までに新たに局面Ⅳに移行する市町村 （人、億円）

大都市
(財政力指数 )

横浜市
(0.97)

名古屋市
(0.99)

大阪市
(0.93)

福岡市
(0.89)

局面
(2015→30年 )

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅰ

人口
 

2015年  2030年

3,724,844  3,668,329

2,295,638  2,288,779

2,691,185  2,618,759

1,538,681  1,667,501

歳出の増減
(一般財源充当分 )

①

331

217

145

360

税収の増減
②

▲ 222

▲ 97

▲ 218

100

財源不足の
縮小 (＋)
拡大 (▲) 
   ②－① 

▲ 553 

▲ 314 

▲ 363 

▲ 260 

②主な大都市

（出所）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯
数」、「平成29年地方公共団体定員管理調査」、国立社会保障・人
口問題研究所「日本の将来推計人口」より作成。

〈図表5〉将来の市町村職員の人手不足の推計
（全国計） （万人）

人口と面積から計算される
必要人数（労働需要）①

生産年齢人口からの就業率が変わらない場合の
就業者数（労働供給）②

人手不足（②ｰ①）

2030年

118.7

109.9

▲ 8.9

2045 年

108.9

88.5

▲ 20.4
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な
ど
の
発
生
に
よ
っ
て
、
納
税
義
務
者
数

や
所
得
が
増
加
す
る
こ
と
で
、
個
人
住
民

税
の
増
加
が
期
待
さ
れ
る
。

　

第
二
は
、
自
治
体
業
務
へ
の
情
報
通
信

技
術
（
I
C
T
）
導
入
に
よ
る
コ
ス
ト
削

減
と
省
力
化
で
あ
る
。
例
え
ば
、
総
務
省

の
調
査
で
は
、
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
の
導
入

に
よ
っ
て
、
情
報
シ
ス
テ
ム
に
か
か
る
経

費
の
削
減
に
一
定
の
効
果
が
あ
る
こ
と
が

示
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
さ
い
た
ま
市
な

ど
に
よ
る
人
工
知
能
（
A
I
）
を
使
っ
た

保
育
所
の
利
用
調
整
の
実
証
実
験
で
は
、

30
人
程
度
の
職
員
の
合
計
で
1
5
0
0
時

間
か
か
る
作
業
時
間
が
、
A
I
の
利
用
で

数
秒
に
短
縮
さ
れ
た
と
い
う
。

　

第
三
は
、
地
域
運
営
組
織
の
活
用
で
あ

る
。
地
域
住
民
が
中
心
と
な
っ
て
地
域
の

課
題
に
持
続
的
に
取
り
組
む
地
域
運
営
組

織
が
行
政
に
代
わ
っ
て
住
民
に
身
近
な
課

題
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
地
域
の
問
題
が

早
期
に
発
見
・
解
決
さ
れ
る
可
能
性
が
高

ま
り
、
自
治
体
職
員
の
負
担
が
軽
減
さ
れ

る
と
と
も
に
、
自
治
体
職
員
は
市
民
共
通

の
課
題
に
注
力
で
き
る
と
い
っ
た
効
果
が

期
待
さ
れ
て
い
る
。

　

人
口
減
少
の
影
響
の
深
刻
化
は
待
っ
た

な
し
で
あ
る
。
自
治
体
業
務
の
効
率
化
と

と
も
に
、
既
存
の
役
割
分
担
や
地
方
行
財

政
制
度
の
大
胆
な
見
直
し
が
急
が
れ
る
。


